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不動産業業況等調査結果(平成 7年 10月)

平成 7 年 1 1月 B 日

(財)土地総合研究所

(委託者建設省、国土庁)

1 .不動産業の経営の状況

アンケート調査をもとに 10月 1日時点の不動産業の経営の状況について不動産業業況指数を作成

し、業種毎の経営の状況(現況)を見てみると、住宅・宅地分設業は目35 .2、ピル賃貸業が

-4 1 .0 、不動産流通業が-4 7.5であり、住宅・宅地分譲業、ピル賃貸業、不動産流通業ともに経

営の状況が悪いという見方が多い。前回調査時点と比較して、住宅・宅地分譲業は、改善し、ピル賃

貸業、不動産流通業は、わずかに改善している。

3ヶ月後の経営の見通しについては、住宅・宅地分譲業は-18.8 、ピル賃貸業が 12. 8 、不動

産流通業が、 -18 .6であり、悪化するとの見方が多い。前回調査時点と比較して、住宅・宅地分設

業、不動産流通業は、改善し、ピル賃貸業は、わずかに改善している(表 1)。

表 1 :;r守VJJlI芸喋加旨数lこっL、てc7年 10月!日時刻

「一一一一一一ー一

1 0月 日現在 I (参考)前回調査一時点c7月 l日)

経営の状況

ト

住宅・宅地分譲業 35.2 

ヒ、ノlノ賃貸業 41. 0 

1司!J産流通業 47. 5 

月後の経営のi経営の状況
見通し(10月i日)
ら見て

18. 8 46. 4 

12.8 44.6 

一18日 -51. 2 

不動産業業況指数の作成方法については、以下のとおり。

:不動産業業況指数=

{ (良いとする回答数x2十やや良いとする回答数)

3'1月後の経営の
Fぶ重し(7月!日)
から見て

29. 8 

一16.2

-30. 2 

一一一一一一一一一一一一一一

(やや悪いとする回答数+悪いとする凹答数X2)}+2+全回答数X1 0 0 

注 不動産業業況指数は、回答の全てが経営の状況を良いとする場合+100を示し、

凹答の全てが経営の状況を悪いとする場合は 1 00を示す。
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不動産業業況指数の経緯

図 1-1 経営の状況
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図 1-2 3ヶ月後の経営の見通し
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(参考)不動産業の業況に関するy，/ケト調査の結果について

表1-1 1 0月1日現在の経営の状況 (括弧内は割合%)

良い |やや良い 普通 「やや悪い 悪い

主宅・宅地分譲業 1 ( 1.4 ) 4 ( 5.6) 20 ( 28.2 ) 36 ( 50.7 ) 10 ( 14.1 ) 

ビル賃貸業 2 ( 5.1 ) 1 ( 2.6) 8 ( 20.5 ) 19 ( 48.7 ) 日(23.1 ) 

不動産流通業 o ( 0.0 ) 5 ( 8.3) 11 ( 18.3 ) 26 ( 43.3 ) 18 ( 30.0 ) 

表1-2 1 0月1日現在の3ヶ月後の経営の見通し

良くなる ~や良くなる 変わらない やや悪くなる 感くなる

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 5 ( 6.9) 39 ( 54.2 ) 24 ( 33.3 ) 4 ( 5.6) 

ピル賃貸業 。(0.0 ) 1 ( 2.6) 29 ( 74.4 ) 7(17.9) 2 ( 5.1) 

杯動産流通業 o ( 0.0 ) 5 ( 8.5) 34 ( 57.6 ) 13 ( 22.0 ) 7(11.9) 

表 1-3 前回調査時点(7月1日)の経営の状況(参考)

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 。( 。) 15 ( 26.8 ) 30 ( 53.6 ) 11 ( 19.6 ) 

担k雪貸業 1 ( 2.7 ) 1 ( 2.7) 8(21.6) 18 ( 48.6 ) 9 ( 24.3 ) 

除動産流通業 。(0.0 ) 2 ( 2.4) 17 ( 20.7 ) 40 ( 48.8 ) 23 ( 28.0 ) 

表1-4 前回調査時点 (7月1日)の3ヶ月後の経営の状況(参考)

良くなる やや良くなる 変わらない やや惑くなる 感くなる

主宅・宅地分譲業 。(0.0 ) 3 ( 5.3) 24(42.1) 23(40.4) 7(12.3) 

ビル賃貸業 。(0.0 ) 4(10.8) 19(51.4) 12 ( 32.4 ) 2 ( 5.4) 

不動産流通業 1(1.2) 5 ( 6.2) 32 ( 39.5 ) 30 ( 37.0 ) 13 ( 16.0 ) 
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2.業種目IJの成約・販売価格動向等

(1)住宅・宅地分譲業

住宅・宅地分譲業の用地取得件数の動向については、全体の45%が前期t比べて横ぱいであると
回答し、全体の40%が減少傾向であると回答している。

成約件数の動向については、全体の49%が前期と比べて横ばいと回答し、全体の 29%が減少傾
向にあると回答している。

在庫戸数の動向については、全体の46%が前期と比べて横ばいと回答し、次に増加傾向にあると
の回答と減少傾向にあるとの図答が同数となっている。

販売価格の動向については、全体の 69%が前期と比べて低下傾向にあると回答し、全体の 31 % 
が変わらないと回答している(表2-1)。

表2-1 住宅・宅地分譲業の状況について

ト用Jfull¥(j評問{ 成r.-lIif数 在国F数 販売{ill片品の証言H珂

区分

計州訓頼1L1) 丈知ZhI2) 自縦沙jM頃U ) 

Fa 
凶域

lEBj264.5Bi見6784i26458 
除 33品、 76. 12・34;30 16日 37;83. 49 81. o. 25. 56 

% 15.8地4.739.5 21. 9 .49. 129.0 O. 0 30. 9 ji9. 1 

本~岡z ミ実数
77::19155914636B 111326 日 7621724611地73.64 

41. 0; 11. 30 39j817635 14 

% 20. 5五3.6(15.9 : 0，0 26.8 73，2 

大l閤l1R 
17:15.9l i迅7.8i1H7.8 i 一。:一蹴一16一l到一2一o11一59 一

実数
18iO立0:27里8…Z-Z13R川i 

見0，5s8， 1 21，4 % 

注1) 1業者が、マンション、戸建て、土地のそれぞれについて回答したものを合計してい

るため、項目によっては回答数がアンケート回収数を上回っている場合がある。

2 )東京国:茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

大阪圏:京都府、大阪府、兵庫県、奈良県(表 2-2について同様)。
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( 2 )ビル賃貸業

空室の状況については、全体の 54%が前期と比べて横ばいであると回答し、全体の 30%が減少

傾向にあると回答している。

成約賃料の動向については、全体の 58%が前期と変わらないと回答し、全体の 36%が低下傾向

にあると回答している(表 2-2)。

表2-2 ビル賃貸業の状況について

「一一一一一一一一一

萄i品i

制
一
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一
日
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一
一
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川
一
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刈
一
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一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

}

同

#

同

…

%

明

%

「

問

問

注:1業者が、各地域について回答しているため、項目によっては回答数がアンケ

ート回収数を上回っている場合がある。
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( 3 )不動産流通業
売却依頼の動向については、前期(平成 7 年 4 月 ~6 月)と比較し、減少している地域が減少して
いる(表 2-3 )。
購入依頼の動向については、減少している地域が減少している(表 2-4)。

成約件数の動向については、減少している地域が減少している(表 2-5)。

取引価格の動向については、横ぱいの地域が増加している(表 2-6)。

増加している地域 jg尚まいの地域 減少しているHω或

7月 B月 9月 部}羽 7月 B月 9月 前期 7刃 8月 9月

中中古古戸マ建ン住シ宅ョン
3 4 日 B 23 13 22 58 58 7 19 7 33 

5 7 4 28 22 21 71 63 4 10 7 21 
土 士出 3 。2 5 7 24 22 27 73 58 B 11 4 21 

7 2 11 20 19 75 57 70 202 179 17 40 18 75 

表2-4購入依頼の動向

増加している地l或 杭ばいの地域 市妙している地i戎

愉j別

33 
32 
34 
99 

7月 B月 9月 百十 協明 7月 B月 日月 前期 7月 8月 9月計前期

中中古古戸マ建ン住シ宅ョ〉
。10 11 3 11 16 16 43 35 21 17 7 45 61 
11 13 8 22 17 21 60 60 10 15 26 31 

土 地 5 7 13 5 23 18 24 65 72 5 14 2 21 22 
言ト 7 2 28 37 16 56 51 61 168 167 3日 46 10 92 114 

表2-5成品切午数の動向

増加している地域 横ばいのi也i或 臼初、している地i或

7月 B月 日月 前期 7月 日月 9月 員lij期 7月 8月 9月 愉期

中中古古戸マ建ン住シ宅ョン 11 13 9 14 12 14 40 31 18 20 8 46 59 
2 5 B 日 21 17 25 63 56 10 15 3 28 37 

土 i金 4 日 19 15 28 62 59 13 17 31 3日
計 4 3 20 27 19 54 44 67 165 146 41 52 12 105 132 

表2-6取引111fi絡0";動向

上昇 やや上昇 横ばい やや下落 下落

7 8 9 目U事 7 B 9 3十 前il!:7 B 9 百十 目立野 7 8 9 1ìíJ!~ 7 
月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

中中古古戸マ建ン住ソ宅ョン
。。。。。。。。。。2 8 日 19 8 25 24 22 71 日7 6 。。。。。。。。19 15 24 58 46 14 17 日 40 51 。

土 1世 。。。。。。。 。14 17 17 48 44 19 16 15 50 55 。。。。。。。 2 。35 40 5日125 日目 58 57 46 161 173 6 
注)三大都市l習及び地方主要都市を 33 j也域に区分し、中古マンシヨン、中古戸建住宅

及び土地の取引量及び取引価総について、前月と比較した動向を整理したもの。各数値

は、地域数を示す o
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(参考)

調査の問要
1 .目的

本調査は、不動産市場の動向、業況等について、的確かっ迅速に把握するととにより、建設

・国土行政に資することを目的とする。

2.調査対象

三大都市圏及び地方主要都市において不動産業を営む業者を対象に、不動産業の業種(住宅

・宅地分設業、ビル賃貸業、不動産流通業)、事業規模(大手業者、中小業者)等を考慮して、

278業者選定した。

3.調査時期

待四半期(1月、 4月、 7月、 1 0月)

4.調査項目

①経営の状況

②取引状況等(成約状況、取引価格の状況等)

5.調査方法

郵送法によるアンケート調査

6.調査機関

建設省及び国土庁の委託を受けて、財団法人土地総合研究所(理事長 石原舜介)が調査を

実施。

なお、不動産流通業に係る取引状況等については、建設省の委託を受けて財団法人土地

総合研究所が実施している「不動産価格動向調査(モニタ 調査) J より引用。

(参考)今回のアンケート回収率は次のとおり。

対象数 回収数 回収率

住宅・宅地分譲業 112 6 2 55.4% 

ビル賃貸業 5 4 30 55.6% 

不動産流通業 112 6 0 53.6% 

言! 278 152 54.7% 間合せ先

(財)土地総合研究所

井上手塚

TEL03(3583)2391 
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